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 ＧＩＳ（Geographic Information System; 地理情報システム）は，衛星リモートセンシング，ＧＰＳ（Global 

Positioning System; 汎地球測位システム）と並んで，空間情報科学を構成する技術であり，近年，著しい

発展をとげつつある．人類生態学の分野においては，（１）研究の対象とする集団をとりまく環境の定量的

評価を可能とするだけでなく，（２）追跡研究のプラットフォーム，（３）異なる目的で収集されたデータベース

を地理的変数を軸にしながら統合するためのツールとしての利用，さらには（４）空間統計解析による地理

的パタンの抽出などにおいて応用が始められている． 
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１．人類生態学とＧＩＳの接点 

 2002年に刊行された教科書（大塚ほか，2002）にも明らかなように，人類生態学は個別の方法論

というよりも概念的に規定された学問であり，対象とする分野も多彩である．人口学とのかかわり

でいえば，出生・死亡・移動などの人口学的変数が人類生態学において集団の適応指標のひとつとして

とらえられる．出生と死亡のバランスが置き換え水準を維持することが集団が存続していくための前提条

件であり，移動は集団が分集団をつくり新しい居住地を獲得する適応のプロセスでもある．労働，食物摂

取，栄養・健康の状態，社会的な規範をはじめとするあらゆる生態学的要因が出生あるいは死亡のパタン

と密接な関連をもっていることを念頭におきながら，環境とのかかわりにおいてヒトの生存メカニズムを解

明することが人口学からみた場合の人類生態学の目的であるといえよう（鈴木, 1980; Ohtsuka, 1994)．こ

れは，逆の見方をすれば，人口についての個別の研究課題にとりくむための視点あるいはフレームワーク

として，人類生態学に現実的な意義があることも意味している（例えば，大塚ほか，2002）． 

 ＧＩＳは地理情報をコンピュータで系統的に取得・構築・管理し，その地理情報をつかって分析を行い，解

析結果をまとめ，表示・伝達する方法および方法論を研究する学問である（野上ほか，2001）．人類生態学

の分野においては，環境の人口支持力を定量化する方法，ヒトの居住パタンの地理的解析，地図などの

存在しない調査地における地図作製・測量，追跡研究のためのプラットフォームなど，主にフィールドワー

クの補助手段として，リモートセンシング，ＧＰＳの技術を含めた広義のＧＩＳについての利用可能性が検討

されている．本稿では，具体的な方法論を紹介することを目的として，著者自身がかかわってきた３つの取

り組みにおいてＧＩＳが研究のどの部分に利用されてきたかを紹介したい． 



 なお，関連する文献として，Evans and Moran (2002）の論攷は，人間－環境系の研究におけるＧＩＳの役

割を論じており興味ぶかい．ＧＩＳの一般的な概念・方法については，野上ほか（2001）及びVerbyla

（2002），リモートセンシングの基礎については，長谷川（1998），日本リモートセンシング研究会（2000），

Wilkie and Finn (1996)，Tso and Mather （2001），Lillesand and Kiefer （2000）などに詳しい．金田ほか

（2001）にはＧＩＳソフトウェア，ＧＩＳ関連ホームページなど，ＧＩＳ研究についての実用的な情報が含まれて

いる．また，Fox et al. (2003)，Liverman et al. (1998) には人類生態学，人口学，地理学におけるＧＩＳ／リ

モートセンシングの応用として，アマゾン，ケニア，タイなどにおける具体的な研究成果が紹介されている． 

 

２．地理的変数を軸としたデータベースの統合：パラオ共和国の事例 

  パラオ共和国は1994年の独立以降，アメリカ合衆国との自由連合協定のもと，首都移転に代表されるイ

ンフラ整備をすすめている．首都移転は，人口集中のすすんだコロール島から人口密度の低いバベルダ

オブ島の中央部へ政府機能の大部分を移すものであり，それにともない新首都とコロール島を連絡する周

回舗装道路が建設されている．著者の所属する東京医科歯科大学とパラオ政府厚生省環境保健局は，大

規模インフラ整備にともなう人口学的インパクト，特に人口移動への影響と，自然環境・社会環境，ライフ

スタイルの変化にともなう健康影響の解明を目的とした共同プロジェクトを2002年度より立ち上げている．

基本的なアイデアは，ＧＩＳを利用することによって，パラオ側がこれまでに収集してきた環境，健康，社

会，経済にかんする様々なデータベースを統合し，それらの相互関係を整理した上で，インフラ整備の進

展にともなう変化を追跡するためのプラットフォームとして機能させることである．パラオ共和国において

は，1983年に刊行された地図をもとにしたＧＩＳデータベースが完備されており，その中には道路，河川，海

岸線，土地利用，等高線，10メートルメッシュの標高値，行政上の境界線，土壌の種類などのデータが格

納されている．これに，1999年に撮影されたランドサット衛星ETM+データの分析結果を重ね合わせること

で，1980年代から20年間におけるインフラ整備・土地利用の変化を把握し，また首都移転と周回道路建設

の環境保健的な影響評価を行うためのベースとした．さらに，パラオ政府の環境保健局がこれまで収集し

たデータのなかから，世帯レベルの衛生状態，飲食店の衛生状態，デング熱の発症記録などを地理的情

報を軸にデータベースに統合した．異なったデータベースを世帯レベルで対応させることができない場合

は，その世帯の所属する集落（パラオではハムレットと呼ばれる），あるいは州を単位としてデータの対応

を図った．人口の８割近くが居住する首都コロールについては，超高解像度衛星であるクイックバード（解

像度60センチメートル）を利用することで，世帯あるいは飲食店の正確な位置情報を把握することが可能と

なっている． 



 予備的な検討によると，デング熱の発症した54人をケースとして，性，年齢，居住地をマッチングさせた同

数のコントロールを選び，それぞれの個人の世帯にかんする衛生状態の比較を行ったところ，デング熱を

媒介する蚊の発生場所と考えられる台所及び水浴び場の衛生状態がデング熱の発症した個人の家屋に

おいて有意に悪いという結果が得られている．これは，今後の人口移動にともなう家屋の建て替えなどに

よってその衛生状態が変化した場合に，それがデング熱発症に影響する可能性を示唆するものである．今

後は，2000年度に実施された国勢調査の世帯個票をＧＩＳデータベースに統合しそれをプラットフォームと

することで，それぞれの世帯における出生・死亡・移住のモニタリングを継続する予定である．また，パラオ

政府の環境保健局が日常的に実施しているデング熱発症にかんするモニタリングデータをＧＩＳ上で管理し

空間統計解析を適用することによって，感染源の特定・感染ルートの解明などに寄与できると期待してい

る． 

  

３．人口と食料生産のバランス評価：パプアニューギニア高地の事例 

 パプアニューギニア高地に居住するフリの人々は，3000メートル級の山に囲まれた盆地において，サツマ

イモ耕作を主たる生業としながら生存している．ここ数十年間は，年増加率２％を超えるペースで人口が増

加しており，盆地の大部分では１平方キロメートルあたり人口密度が100を超えている．特に，飛行場のあ

る盆地の中心部では１平方キロメートルあたり人口密度が400を超える場所もあり，持続的な食料生産の

維持が人々の直面する課題である． 

 フリの居住地は生態学的に２つに分けることが可能である．ひとつは火山灰におおわれた斜面の多い地

域で，ここでは５～10年の耕作期間のあと10～15年間の休耕期間をおくことによってサツマイモが耕作さ

れてきた．もうひとつは，河川沿いに広がる湿地帯を中心とした地域であり，ここの畑では休耕期間をおく

ことなく持続的なサツマイモ耕作が続けられてきた．1990年代に行った著者の研究では，地域における人

口増加が人々の生存に及ぼす影響を具体的に明らかにすることを目標に，斜面の多い地域と湿地帯から

それぞれ１つの村落を選び，人々の生態学的な側面について比較を行った．その結果，（１）人口あるいは

食料需要の増加は，２つの対象村落とも同じ程度であった．（２）斜面の多い地域では，食料需要の増加に

対する短期的な対応策としてサツマイモ耕作の休耕期間を短縮させたために，単位面積あたりのサツマイ

モ生産量が低下し，それを補うためにさらに休耕期間を短縮させるという悪循環がみられた．対照的に，

（３）湿地帯の村では，休耕期間をそもそも必要としない耕作システムにより，食料需要の増大には耕作面

積を拡大することで対応することが可能であった．ただし（４）湿地帯の村では，土地資源への需要が増大

したことで，潜在的な耕作地の大部分が耕作権をめぐる裁判の対象となりつつある．（５）長雨によってサ



ツマイモ生産性が低下した時期に，斜面の村の人々が食料不足に陥ったのに対して，湿地帯の村では食

料不足が発生しなかった．これはふだんの余剰生産量の違いによって説明できる（梅崎，2002）． 

 この分析の中心になったのは，経時的な人口の移り変わり及び土地利用の変化についてのデータであ

る．タリ盆地では1970年代に医学研究所が設立され，1980年から1993年にかけてのべ４万人を対象に出

生・死亡・移動にかんするデータが収集されている．また1970年代の終わり頃，世界銀行の主導による農

村開発プロジェクトが行われ，その基礎資料として1:9000縮尺のカラー航空写真が盆地全体を対象に撮影

された．分析においては，それぞれの村落で収集した家系図と医学研究所の人口データをつきあわせるこ

とによって1980年から調査時点までの人口動態と人口の変化を把握した．また，航空写真の目視判読（リ

モートセンシングのひとつの技術）によって，極相林，耕作中の畑，休耕地，湿地の４カテゴリーからなる

1978年時点の土地利用図を作成し，現在の土地利用との比較をおこなった．土地利用図は，幾何補正を

行うことによってＧＩＳソフトウェアにとりこまれ，それぞれの土地利用カテゴリーの面積を計算することで土

地利用変化を定量化するとともに，継続的な耕作パタン調査のベースマップとしても利用した． 

 人口変化の要因分析を行ったとところ，この地域では人々が一生の間に何度も居住地を変えること，した

がって移入数と移出数のバランスが村落の人口サイズを決定する重要な要因であることが明らかになった

（Umezaki and Ohtsuka, 2002）．個別の村落調査からわかったのは，盆地の中に食料の足りない地域と食

料の足りている地域があるということである．すなわち，現実的な対応策として足りない地域から足りてい

る地域へ人々が移動しているのか，あるいは食料の足りない地域への歴史的な人口移動があったのかな

ど，それぞれの地域の食料生産と人口のバランスに対する人口移動の寄与を明らかにすることが，タリ盆

地に居住するフリ全体の適応を理解するためには不可欠である．対象とした村落において家系図を再構

成することで出生地と現住地／死亡地を比較した結果，1950年代に始まった近代化の初期に再生産期間

を過ごした世代では，盆地の周辺部（食料の足りない村の位置する地域）から中央部（食料の足りる村の

位置する地域）への人口移動が多かったのに対して，若い世代ではむしろ盆地周辺部への人口移動が中

央部への移動よりも多い傾向がみられた．このことは，村落調査で得られた知見を，盆地全体など，より大

きな地域でおこっている変化の中に位置づけて見直してみる視点の重要性を示唆している． 

 人類生態学は「ヒトの集団としての環境への適応を解明すること」を主たる目標としている．この論理的な

帰結として，村落などの小集団を対象に詳細なデータを収集しながらも，その結果を通婚圏を形成するよ

うな集団全体の適応というコンテストで位置づける努力が不可欠である．著者は，リモートセンシング及び

ＧＰＳを含めた広義のＧＩＳは，人類生態学のこの部分に対して貢献する可能性があると考えている．タリ盆

地における研究では，まず1972年に撮影されたランドサット衛星ＭＳＳデータ，1988年に撮影されたスポッ

ト衛星データ，1994年に撮影されたランドサット衛星ＴＭデータ，2001年に撮影されたイコノス衛星データを



入手した．これらの解像度はＭＳＳデータが80メートル，スポットデータが20メートル，TMデータが30メート

ル，そしてイコノスデータは1メートルである．したがって，ＭＳＳ，スポット，ＴＭの比較により，タリ盆地全体

の自然環境あるいは人為的土地利用パタン（耕作地，休耕地）の変化を推定し，イコノスの分析により村

落レベルの詳細な土地利用パタンの分析を行うことを想定した．さらに，村落の境界線，等高線，河川，道

路のＧＩＳデータ（10万分の１縮尺の地図をもとにオーストラリア国立大学の人文地理学者が作成したもの）

を，衛星データと重ね合わせることによって，経時的な変化と地理的変数の両方を含むデータベースを構

築した．ＧＩＳデータベースの利点は，地理情報を軸とすることによって様々なデータベースを統合できるこ

とにある．タリ盆地において1980年から1993年にかけて収集された出生・死亡・移動にかんする人口デー

タは，村落という地理情報を軸にして，ＧＩＳデータベースに統合され，その結果，盆地の全体を対象に，衛

星データの分析によって得られた村落ごとの耕作面積の変化と人口の変化の対応関係を検討するなどの

分析が可能となっている． 

 一方で，イコノス衛星は解像度が高いために，村落のなかにある家屋，小道，畑の畝，排水溝などを判別

することが可能であり，フィールドで収集されるデータと直接的に対応させることができるという利点をもっ

ている．作物の混作パタン，斜度のよる耕作パタンの違いなど，食料生産の持続性に寄与する要因として

人文地理学で理論化がすすめられている「アグロダイバシティー」の定量的な評価にも応用が期待されて

いる（Brookfield, 2001)． 

 

４．政策としての環境保全の実効性： 中華人民共和国・海南省の事例 

 中華人民共和国・海南省は，1988年に広東省から独立し，中国政府より経済特区に指定された．このこと

で外国からの比較的自由な資本投入が可能となり，それ以来，急速な経済発展を経験している．一方で，

中国で唯一の亜熱帯植生を有する地域として，1980年代にはいくつもの自然保護区が設定されている．

1990年代には，森林の再生を目的とした法律が施行され，許可された地域を除けば，伝統的な生業であ

る焼畑農耕及び森林伐採が禁止されている．海南島の内陸部に位置する五指山市では，2000年より，日

中合同の人類生態学調査を実施している．調査の過程で，過去20年間にわたり，この地域では政府の政

策と自然環境が相互に影響を及ぼしながら大きく変化してきたことが明らかになった．すなわち，村人から

の聞き取りによれば，かつて，人々の伝統的な生業のひとつとして焼畑が行われ，また家畜である水牛の

エサ場としての草原を維持するために定期的な火入れが行われており，その結果，1970年代には五指山

市の広い範囲にわたって森林は消滅し草原が広がっていたという．その後，五指山市の一部に自然保護

区が設定され，政府による森林再生・保護政策が施行されたことで，かなりの部分に二次林が生育してき

た（梅崎，印刷中）． 



 このような聞き取りによる調査結果を確認するためには，リモートセンシング衛星データの分析による過去

の土地利用パタンを再現することが有力な方法である．具体的には，1980年に撮影されたランドサット衛

星ＭＳＳデータ，1999年に撮影されたＥＴＭ＋データ，2000年に撮影されたイコノスデータの分析により，

1980～1999年にかけての二次林の再生と草原の減少パタン，極相林（樹冠の閉じた森林），水田，都市地

域，水域，裸地の変動を定量的に把握した．さらには1:50000縮尺の地図から等高線をよみとることにより

標高値メッシュ（ＤＥＭ）を作成し，標高による土地利用パタンの変化，斜度による土地利用パタンなどを分

析した．衛星リモートセンシングデータ及びその分析結果，標高値メッシュ，河川・道路・地方行政政府の

境界線などのベクトルデータは，全てＧＩＳのデータベースとして統合した．なお，入手した地図に緯度経度

情報と地図投影法にかんする情報が欠落していたために，ＧＰＳを用いて位置情報を収集しデータの幾何

補正を行った（Pahari et al., 2002)．  

 分析の結果，1980～1999年にかけての20年間で，極相林に覆われた部分は２倍以上に拡大し，草原は

約３分の１に減少したことが明らかになった．これらの分析は，中国政府の強い指導のもと遂行された環境

保全政策が実効性をもっていたことを定量的に実証するものである． 

 一方で，イコノス衛星データの分析は，１つの村落における生業の変容とそれに伴う土地利用の変化を明

らかにした．対象とした村落は国家自然保護区に隣接しているために，1986年の保護区設定によって伝統

的な生業である焼畑農耕と水牛の放牧の場を失い，焼畑農耕によって供給されていた副食の代替として

水田周辺に生育する雑草を集約的に利用するようになったという経緯をもっている．イコノスの分析によっ

て，水牛の放牧地として使われた場所に生育する二次植生の分布を推定したところ，それは現在の村人

が生業に利用する面積の10倍を超える範囲に広がっていた（Umezaki et al., 2002)．これは，政策による

環境保全が，人々の生業を変容させ，土地利用へ影響を及ぼした事例として興味深いものである． 

 

５．まとめと展望 

 人類生態学研究にとってＧＩＳは個別の研究を時間的・空間的に一般化する方法論として意味をもってい

るといえるだろう．具体的には1972年より今日までに入手可能なリモートセンシング衛星の分析結果をＧＩ

Ｓで分析すること，対象集団をとりまく環境条件・地理情報を統計的に分析することにより，フィールドワー

クによる村落研究をより普遍的なコンテクストでとらえなおすことが可能となるだろう． 

 近年，コンピュータ・ＧＩＳソフトウェアともに性能の向上と低価格化が著しい．リモートセンシング衛星デー

タの解像度は飛躍的に改善されつつあり，代表的なリモートセンシング衛星であるランドサットＴＭ（マルチ

スペクトル：解像度30メートル）に比較すると，超高解像度衛星イコノス（マルチスペクトル：解像度４メート

ル）の単位面積あたり情報量は50倍以上に達している．それにともない，１辺が２０メートルの畑，村の小



道，家屋などランドサットでは考えられなかったような詳細な地上情報の識別が現実となりつつある．ま

た，安価なＧＩＳソフトウェアが入手できることで，ＧＩＳ導入における経済的障壁はとりはらわれつつある（金

田ほか，2001）． 

 もちろんリモートセンシングで判別できるのは基本的には土地被覆であり，それを人間がどのように利用

しているか，すなわち土地利用についての情報を得るためには，詳細なフィールドワークが不可欠なのは

いうまでもない．地理情報がデジタル化され，それぞれの地理情報間の空間的な相関関係，あるいは分布

パタンの空間的特徴を定量化する作業は簡便化していくにしても，その解釈にはやはりフィールドワークが

必要である．その意味において人類生態学の研究は，広義の地理情報システムをさまざまな分野に応用

するにあたってのメディエーターとして機能することが期待されているともいえるであろう． 
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